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医 医次の定例会は 開会予定です。平成３０年１１月２９日（木）

原稿は議員が作成しております

特集 平成２９年度 決算特別委員会一般会計
特別会計

　〇９月１８日：市議会６会派１２人（自民党・信頼、公明党、こがおも、生
活者ネット、市民カエル、緑・つながる）から、市長に対し４項目の前提
条件からなる新たな施設配置案検討を求める申入れがありました。なお、
同日に開催した庁舎及び福祉会館建設等調査特別委員会にて、同様の趣旨
の意見が市議会２会派５人（日本共産党、情報公開）からも表明がありま
した。
【４項目】清掃関連施設の敷地内暫定移設は行わないこと／福祉会館を先
行竣工すること／敷地東側の樹木を残すこと／庁舎の免震構造の地下部分
を地下駐車場として活用すること
　〇９月２５日：庁舎及び福祉会館建設等調査特別委員会にて市長から「平
成３１年度には基本設計着手を目指し、追加調査に必要な経費は、市議会の
ご理解いただけるよう適切に整理し、議会とも共有を図り１０月末を目途に
中間調査結果を取りまとめ、１１月に開催予定の市民説明会で、市長就任時
から現在までの経過と追加調査の結果についても説明したい」と表明があ
り、議会の新たな提案に応えた追加調査を行うことになりました。
　〇１０月５日：本会議で追加調査のための補正予算が上程され可決しまし
た。
〈以降の流れ〉１０月末を目途に追加調査の中間調査結果取りまとめ→１１月
中に市民説明会を５回開催→平成３１年に基本設計着手予定

「庁舎及び福祉会館建設」経過報告 新しく生み出した８面の特集ページと毎号のカラー
化について、皆さまからのご意見をまとめました

　新しく生み出した８面の特集ページと毎号のカラー化について、９月３０日
までに、メール、電話、ご意見ノートなどで１７件・３７項目の声が寄せられました。
頂いたご意見に感謝いたします。また８月２８日から９月２７日まで、本庁舎４
階と第二庁舎１階・入口で実施したシール投票の結果は次のとおりです。
❶カラー化について：カラー化がよい５６枚・これまでの方がよい２０枚　
❷特集ページについて：わかりやすい４６枚・わかりにくい１４枚
〈主なご意見〉カラーは見やすい。嬉しい。
カラー化だけでは意味がない。レイアウトな
ど見直しが必要である。内容はシンプルにし
てほしい。文字が多すぎる。１面の写真を工
夫してほしい。声の広報を分かりやすくして
ほしい。など
　これらを踏まえ市議会では、次年度の毎号
分のカラー化予算要望を決めました。（結果
は未定）
　特集ページを始め、紙面の分かりやすさな
どは、引き続き大きな課題として取り組みま
す。今後とも議会や議会だよりへのご意見な
どお寄せ下さい。

第二庁舎で実施したシール
投票パネル
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歳入の部
決算額比較平成２９年度決算額平成２８年度決算額
＋４億　９０８万４２７億５,４８９万４２３億４,５８１万一般会計
△６億７,１２８万１１５億８,４２２万１２２億５,５５０万国民健康保険特別会計
　　　＋８８２万　１４億２,６２５万　１４億１,７４３万下水道事業特別会計
＋４億１,７４４万　７７億６,４３９万　７３億４,６９５万介 護 保 険 特 別 会 計
　　＋３,８７７万　２５億　６３０万　２４億６,７５３万後期高齢者医療特別会計

＋２億　２８３万６６０億３,６０５万６５８億３,３２２万合計

（円）
決算額比較平成２９年度決算額平成２８年度決算額
△１億２,５４５万４０１億１,８０８万４０２億４,３５３万
△７億８,５５６万１１４億１,６９１万１２２億　２４７万
　　△２,２９１万　１３億６,１５６万　１３億８,４４７万
＋３億９,９５６万　７６億２,５５９万　７２億２,６０３万
　　＋３,１３５万　２４億９,１１６万　２４億５,９８１万

△５億　３０１万６３０億１,３３０万６３５億１,６３１万

（円）歳出の部

歳入内訳 歳出（性質別）内訳

市民税
115億2,845万円

27.0%

市民税
115億2,845万円

27.0%

固定資産税
74億1,364万円

17.3％

固定資産税
74億1,364万円

17.3％
都市計画税

17億9,385万円
4.2％

都市計画税
17億9,385万円

4.2％

その他市税
5億4,509万円
1.3％

その他市税
5億4,509万円
1.3％

国庫支出金
66億2,117万円
15.5％

国庫支出金
66億2,117万円
15.5％

都支出金
61億9,815万円
14.5％

都支出金
61億9,815万円
14.5％

その他
84億7,774万円
19.8％

その他
84億7,774万円
19.8％

市債
1億7,680万円

0.4％

市債
1億7,680万円

0.4％

427億
5,489万円

物件費
66億1,966万円

16.5％

物件費
66億1,966万円

16.5％

扶助費
110億8,478万円

27.6％

扶助費
110億8,478万円

27.6％

補助費等
52億4,887万円
13.1％

補助費等
52億4,887万円
13.1％

公債費
26億8,061万円
6.7％

公債費
26億8,061万円
6.7％

投資的経費
26億2,888万円
6.6％

投資的経費
26億2,888万円
6.6％

その他
57億4,839万円
14.3％

その他
57億4,839万円
14.3％

人件費
60億8,100万円

15.2％

人件費
60億8,100万円

15.2％

400億
9,219万円
※

※地方財政状況調査による

民生費
195億2,276万円

48.7％

民生費
195億2,276万円

48.7％

土木費
32億743万円
8.0％

土木費
32億743万円
8.0％

衛生費
41億3,150万円
10.3％

衛生費
41億3,150万円
10.3％

教育費
32億9,479万円
8.2％

教育費
32億9,479万円
8.2％

その他
47億8,056万円
11.9％

その他
47億8,056万円
11.9％

総務費
51億8,103万円

12.9％

総務費
51億8,103万円

12.9％

401億
1,808万円

歳出（目的別）内訳

他市との比較　市民１人当たりに換算 ※地方財政状況調査による（平成３０年１月１日
の人口から算出）
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（円）（円）歳入総額　２２位 歳出　民生費　２５位 歳出　教育費　２６位

　市議会第３回定例会の決算特別委員会では平成２９年度の決算を審査いたし
ました。４つの特別会計を含む５会計総額は歳入で６６０億円を超え、昨年か
ら約２億円増と過去最大規模の決算となりました。歳出は５会計総額で前年
対比では約５億円の減となっています。一般会計の歳入は市民税の増などの
影響で前年比では微増となりました。一方歳出面では民生費が約１４億５,６００
万円増で歳出に占める割合が４８.７％（前年比３.８％増）と増加の一途であるも

のの、投資的経費や積立金が減となったことから前年比で減となっています。
一般会計における他市比較では、かねてから市議会で指摘されてきた市民１
人当たりの歳入額総額は多摩２６市中２２位、歳出では市民１人当たりの民生費
において２５位、教育費において２６位と引き続き低い額となっている点が課題
として挙げられています。


